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要旨･･･本研究は，「図書館の貸出増加が書籍の売上減少に影響を与えている」という説に対し，

館外個人貸出数および書籍・雑誌販売額における1996年〜2015年の都道府県別データからパネルデ
ータを作成し，計量経済学的手法を用いて分析した.原型列データならびに階差データからの結果
では，両変数の間に負の関係は見いだせない.Fixed Effect Modelを適用させた場合，両変数の間に負
の関係が現れる. 
キーワード	 図書館貸出冊数,	書籍販売金額，計量分析，パネルデータ分析 

 
 
 
１．はじめに 
取次を介した書籍販売金額が1996年をピークに減少傾向に転じたのに対して，公共図書館における個人貸出冊数はその後も

増加傾向を示している（図1参照）.こうした状況に対して，2000年代初めから出版業界や作家などが危機感を持ち始め，公共図

書館における貸出点数の増加が書籍販売金額の減少の一因を担っているとする論調が現れ始めた(1).	

このような論争の流れに対して，計量経済学的手法を用いた研究例もいくつか存在する.中瀬(2012)，浅井(2017)，貫名

(2017a)，貫名(2017b)などである.これらの分析手法や結果は第2章で詳しく説明するが，いずれも，図書館貸出冊数の増加によ

って書籍販売金額が減少するという，負の関係の有意性は存在しないという結論を導いている.これは，論争が根拠としている

それぞれのデータが時系列データによるものであり，その時系列データが持つ特徴を除外した変数同士を用いて最小二乗法を

適用すると，図書館の貸出によって書籍の売上に影響がみられるのは誤りであるとしている.これまでの出版界と図書館界の論

争は，時系列データである図書館貸出冊数(x)と書籍販売金額(y)の相関関係を求めたり，図書館貸出冊数(x)を書籍販売金額(y)

に回帰させる単純な最小二乗法によって推計した結果を根拠としている.このような推計結果は，各年のデータを座標軸に記し

た相関関係が表れているに過ぎないにもかかわらず，図書館貸出冊数(x)のデータの増加が書籍販売金額(y)のデータの減少にあ

たかも影響を与えているのではないかと誤解して捉えているのである.負の関係に有意性が存在しないとする分析結果は，今後

の論争にも大きな影響を及ぼすと考える.	

	

図	1	 図書館貸出冊数と書籍販売金額の推移	

	
（出典）図書館資料：『日本の図書館	 統計と名簿』，書籍販売資料：『出版指標年報』を基に筆者作成	
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本研究では，1996年〜2015年の都道府県別データをパネルデータとして利用し，図書館貸出冊数と書籍販売金額の関係を考察

していく.ただし本研究では，データ入手の制約上，書籍と雑誌の販売金額を合算したデータを被説明変数として，説明変数で

ある図書館貸出冊数は「図書，雑誌，視聴覚資料などすべての図書館資料を加えたもの」であることに留意すべきである.	

 
２．先行研究 
	 図書館貸出冊数と書籍販売金額の関係について，計量経済学的手法を用いた研究例がいくつか存在する.中瀬(2012)は，「公共

図書館における書籍の貸出が，書籍の売上にいかなる影響をもたらしたのかについて」(2)，地方自治体別の書籍の売上を被説明

変数とし，図書館の貸出冊数・人口・一人当たりの課税所得・教育費・生産年齢人口比率・就業者率を説明変数とする最小二

乗法(OLS)を用いて実証している.また，見せかけの因果関係を考慮するために，一人当たり蔵書数，100平方km当たり図書館数

を操作変数とする二段階最小二乗法(2SLS)を用いて，書籍の売上と図書館の貸出の因果関係を分析している.2003 年から 2007 年

を対象とした全国47都道府県単位，2003年から2007年を対象とした関東1都6県の市町村単位のいずれの分析においても，説

明変数の貸出数の係数は負値を有意に示すことはなかった.都道府県単位の分析では，貸出数の係数は有意に正とも負ともいえ

る状況にないという結果が得られ，市町村単位の分析では，貸出数の係数は有意に正値が得られるという結果となった.こうし

た分析結果から，「図書館による書籍の貸出は，売上に対して，正の影響を与えていることが実証され」(3)，「貸出を減少させ

るような行為は，却って売上を減少させることになるため，著作者にとっても不本意な結果をもたらすことになるだろう.」(4) 

と提言している. 

	 貫名(2017a)では，図書館貸出冊数と書籍販売金額の原系列(level)データ同士の分析では(5)，「見せかけの回帰(spurious regression)」

の特徴が表れているため，それぞれのデータに対して単位根検定を実施し，定常過程にある時系列データを見つけ，定常時系

列データ同士の分析を行い，「図書館貸出冊数と書籍販売金額の間には因果関係が存在しない」(6)ことを説明した.また，図書館

貸出冊数と書籍販売金額の時系列データを，それぞれ循環的要因とトレンド要因に分割し(7)，トレンドの除去された循環的要因

同士の回帰分析を実施し，回帰係数βの値に有意性が存在せず，「図書館貸出冊数が書籍販売金額に影響を与えているとは説

明できない」(8) としている. 

	 浅井(2017)は，書籍販売部数，公共図書館の購入冊数と個人向け貸出冊数を用いて，インパルス反応分析を適用した分析を行

っている.貫名(2017a)では書籍販売金額のピークを構造変化と捉えているのに対し，浅井(2017)では，「販売部数がピークに達し

た 1988 年以前から対前年伸び率が低下しており，1983 年に販売部数に構造変化が生じていた」(9)とする Asai(2015)の結果を支持

している.よって 1984年から 2014年までを主要な推計期間としている.単位根検定の結果，1回の階差データによる分析が妥当で

あるとして，グレンジャーの因果関係検定，一般化インパルス反応関数を用いて，上述の 3 変数での推定を行なった結果，

「公共図書館の貸出が書籍販売に明確な影響を与えていることは見いだせなかった」(10) と結論づけている. 

	 貫名(2017a)では，都道府県別データを用いた相関係数を計測している.100 人あたり貸出数（点）を図書館変数(x)として，1 人

あたり年間購入額（円）を出版変数(y)として，1996 年〜2014 年のデータから各年の相関係数を求めた(11).1996 年〜2014 年におけ

る 100人あたり貸出数と 1人あたり年間購入額の相関係数の値はいずれも正の値を示し，また 2013年の結果を除けば全て 5%水

準で有意性を示している.よって，「図書館の貸出が多い都道府県においては書籍・雑誌の販売金額も多くなる」(12)という分析

結果から，「図書館貸出冊数と書籍販売金額には負の関係が見いだせない」(13) と結論づけている. 

 
３．使用するデータおよび分析手法 
	 本研究で扱う推計期間は，書籍販売金額のピークである1996年から2015年までを扱う. 

	 書籍販売金額に関するデータは，出版年鑑編集部編『出版年鑑』の「書籍・雑誌・県別推定販売額」を使用する.本来の主旨

からは書籍販売金額を用いるべきである.しかしながら，本研究で書籍と雑誌を合算した販売金額を用いるのは，1996 年〜2001

年のデータでは書籍・雑誌別の販売金額を変数として利用可能であるが，2002 年〜2015 年のデータでは書籍・雑誌を合算した

販売金額を変数として利用することしかできないことによる.また，このデータは各年の集計値である，いわゆる名目値である.

そこで経済分析に適した実質値に変換するため，総務省統計局より公表されている『2015 年基準消費者物価指数』の「都市階

級・地方・大都市圏・都道府県庁所在市（中分類指数）・時系列データ」を用いて実質値変換をしている.さらに，都道府県ご

との人口の大小による影響を取り除くため，各都道府県の実質年間販売額を都道府県人口で除した「1 人あたり年間購入額

（円）」を被説明変数・yとして用いる. 

	 図書館貸出冊数に関するデータは，日本図書館協会図書館調査事業委員会編『日本の図書館	 統計と名簿』の「公立図書館
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都道府県別集計」より「館外個人貸出数」を使用する.なお当該データは各年度実績によるものである.書籍販売金額に関するデ

ータ同様に，都道府県ごとの人口の大小による影響を取り除くため，本稿では，年間貸出数を都道府県人口で除した「100人あ

たり貸出数（点）」を説明変数・xとして用いる. 

	 上記で説明した「100人あたり貸出数（点）」を変数 x，「1人あたり年間購入額（円）」を変数 yとし，下記方程式(1)を想

定し最小二乗法により係数値を推計し，その有意性を検定する.なお，両辺の変数は自然対数変換させる.標本数は，i=47，t=20

となるが，後述の理由により期間は2分割する必要性がある. 

ln yi ,t( ) =α +β ⋅ ln xi ,t( )+ε ……(1) 

 

４．分析結果 
	 図 2は，47都道府県データから得られた各年の 100人あたり貸出数を単純平均して 1996年〜2015年の推移を示したものであ

る.図 1と同様に，この期間はほぼ貸出数の上昇トレンドが示されている.図 3は，図 2同様に，1人あたり書籍・雑誌年間購入

額の推移を単純平均して推移を示したものである.ここで気をつけなければならないのは，2007年から 2008年にかけて数値がジ

ャンプアップしていることである.2007 年までのデータは書店ルートのみの算出であったが，2008 年以降のデータは国内におけ

るインターネット，直販以外の書店，CVS，駅売店，スタンド販売，生協ルートの合算額に変更となっているためである(14).一

貫したデータが入手できない以上，連続した分析をするのは誤った結論を導くことになるため，1996 年〜2007 年と 2008 年〜

2015年の 2期間に分けて推計せざるを得ない.ちなみに，1996年〜2007年，2008年〜2015年のいずれの期間においても，前年増

を示す年がいくつかあるにせよ，1人あたり書籍・雑誌購入額は下降トレンドをたどっていることは否めない. 

 

 

図 2 100人あたり貸出数の都道府県平均値の推移 

	

（出典）『日本の図書館	 統計と名簿』各年版を基に筆者作成 

図 3 1人あたり書籍・雑誌年間購入額の推移 

	

（出典）『出版年鑑』各年版を基に筆者作成 

 

	 3.で説明したデータ（原系列データ）を用いて，(1)式に当てはめた推計結果が表1である.1996年〜2007年，2008年〜2015年の

いずれの期間においても，β係数値は正の値を示し，有意性検定においても 5%有意水準において帰無仮説は棄却されている.貫

名(2017b)で推計された各年の相関係数でもいずれも正の値を示しており，それに準じた結果が得られることとなった. 

 

表1	 原系列(level)データを用いたパネルデータ分析結果 
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	 次に，階差データを用いた推計を行った.その結果は下記の表 2に示してある.1996年〜2007年ではβ係数値が負の値を示して

いるが，5%有意水準における検定の結果帰無仮説を棄却することができないため，負の関係を支持できない.また，2008 年〜

2015 年のβ係数値は正の値を示し，有意性検定においても帰無仮説を棄却することなる.階差データを用いた推計結果からも，

図書館貸出冊数の増加が書籍販売金額の減少をもたらすとする負の関係は支持されない. 

 

表2	 階差データを用いたパネルデータ分析結果 

 
 

	 ここで改めて，表 1の推計結果を考察し直す.表 1に示してあるとおり，原型列(level)データによるβ値の推計結果は正の値で

あるが，貫名(2017a)で示された原型列データの推計結果と大きな違いがある.貫名(2017a)によると，1996年〜2015年の回帰結果は，

β係数値が-0.11401 という結果を示しており，図書館貸出冊数が書籍販売金額に対して有意に負の関係を持っている(15).本研究で

の推計結果は，貫名(2017a)と大幅に異なる結果となる.表1の結果は，図4に示しているような，都道府県別の異質性を無視した

結果になっている恐れがある.つまり，各都道府県の固有事情が分析期間においてある程度持続的であるならば，図 4 の点線で

囲った円形内にデータがそれぞれ散らばっていた場合，各都道府県ごとについて見ると負の関係を持って変動しているにも関

わらず，パネルデータ分析による推計結果は太い矢印のような正の関係を示してしまう可能性がある.そこで，Fixed Effect Model

を適用して，1996年〜2007年および2008年〜2015年の推計をし直すこととする. 

 

図4	 都道府県別の異質性を無視したことによる推計結果の恐れ 

 
 

	 表3はクロスセクション（都道府県データ）にFixed Effectを適用させた1996年〜2007年のパネルデータ分析結果を示し，表4

は同様の 2008年〜2015年のパネルデータ分析結果を示している.いずれの場合においても，β推計値は負の値を示し 5%有意水

準において帰無仮説を棄却している.また，Fixed Effect Testにおいて，Fixed Effectは存在しないとする帰無仮説を強く棄却する結果

を示しており，Fixed Effect Modelが採択される(16). 

 

表3	 Fixed Effect Modelを適用したパネルデータ分析結果（1996年〜2007年） 
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表4	 Fixed Effect Modelを適用したパネルデータ分析結果（2008年〜2015年） 

 
 

５．まとめ 
	 本研究では，「図書館の貸出増加が書籍の売上減少に影響を与えている」という説に対し，館外個人貸出数および書籍・雑

誌販売額における 1996年〜2015年の都道府県別データからパネルデータを作成し，計量経済学的手法を用いて分析した.原型列

データならびに階差データからは，両変数の間に負の関係は見いだせないという結果が導かれた.Fixed Effect Modelを適用させた

場合，両変数の間には有意に負の関係が現れる.この結果は，より研究を深めて，各都道府県の Fixed Effect を詳細に分析する必

要がある.今後もこの分野で計量分析に基づく研究成果が多く現れることを期待したい. 

 

 

補 注 
(1) 図書館界と出版界の論争については，貫名(2017a)および貫名(2017b)にまとめている事例を参考にされたい.	

(2) 中瀬(2012)，P.12.	

(3) 中瀬(2012)，P.18.	

(4) 中瀬(2012)，P.18.	

(5) 書籍販売金額は各年の名目値で推計されているため，貫名(2017a)では実質値変換されたデータを用いて分析をしている（P.108）.	

(6) 貫名(2017a)，P.117.	

(7) 貫名(2017a)では，Hodrick-Prescott	Filterを用いて循環的要因とトレンド要因を分割している（P.117-P.118）.	

(8) 貫名(2017a)，P.118.	

(9) 浅井(2017)，P.47.	

(10) 浅井(2017)，P.53.	

(11) 貫名(2017b)では，図書館貸出に関するデータは「館外個人貸出数」を，書籍販売に関するデータは「書籍・雑誌・県別推定販売額」を用い

ている(P.18).	

(12) 貫名(2017b)，P.18.	

(13) 貫名(2017b)，P.20.	

(14) 出版年鑑編集部編『出版年鑑2010年版』，P.305.	

(15) 貫名(2017a)，P.112.	

(16) 階差データを用いて Fixed	Effect	Model を適用させたパネルデータ分析を行った場合，β係数値は負の有意性を示さなかった.しかしながら，

Fixed	Effect	Testにおいて帰無仮説を棄却できなかったため，本研究には推計結果を明示していない.今後の課題としたい.	
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